













































































































































































































































むことを求めた（全国農業新聞 1977年 6 月24日）。
　1977年11月に自民党は政務調査会農林部会の下に「農業委員会制度等に関する小
委員会」を設置した 4（全国農業新聞 1977年11月24日）。同小委員会は 1年半にわたっ
て活動し、14回の会合と、3回の幹事会、現地調査などを行い、1979年 6 月 5 日に
「農業委員会制度改正に関する中間報告」をまとめ、8日に総合農政調査会・農林
部会合同会議に報告した。また自民党有志からなる農業委員会制度対策議員懇談































新聞 1979年 1 月 1 日）。1979年 2 月 8 日の衆議院予算委員会では新自由クラブ大原
一三衆議院議員からの質問に対し、賃貸借による農地流動化のために農地法の改正
を「前向きで検討させて」いると答弁した（衆議院予算委員会 1979年 2 月 8 日） 7。
これに先立つ 1月、農林水産省に「80年代農業のビジョンと農政の全面的な洗い直
し」のため、問題ごとに 7つのプロジェクトチームが作られ、その 1つは「中核農










し」について検討を開始した（全国農業新聞 1979年 7 月 6 日）。農政審議会は 3部
会に別れて審議を行い、8月30日に中間報告をまとめた（全国農業新聞 1979年 9 月
14日）。この間、全国農業協同組合中央会が 7月31日に「80年代日本農業課題と農
協対策」を発表し（吉田 2012: 199）、全国農業会議所が 8月27日に「農業・農村の
総合的振興計画の確立・推進に関する農林水産大臣諮問に対する中間答申」を渡辺
農水相に手交した（全国農業新聞 1979年 8 月31日）。
　自民党では、7月10日に総合農政調査会・農林部会合同会議が開かれ、農業関係
新重点施策をまとめ、農産物需要の長期見通しや農地法体系の見直しが盛り込まれ
た（日本農業新聞 1979年 7 月11日）。渡辺農水相は 7月19日に講演で農地法改正案
の次期通常国会提出を明言した（日本農業新聞 1979年 7 月20日）。 8月28日には農
林水産省は次期通常国会提出予定の法案を自民党農林・水産部会に説明し了承を得





















農用地活用のための新制度の法案を提出すると明言している  9（全国農業新聞 1980
年 1 月 1 日）。農林水産省では、1979年12月20日に有識者による「農地制度研究会」
を発足させ（日本農業新聞 1979年12月21日）、1980年 3 月 7 日の第 3回会合で農地
法改正案と農用地利用増進法案の大綱が決定された 10（全国農業新聞 1980年 3 月14
日）。また同日、自民党の農林部会・総合農政調査会に対し、農林水産省から農地
流動化に関係し、農業委員会法の改正案骨子が示された（日本農業新聞 1980年 3
月 8 日）。これら農地三法は 3月18日に自民党の了承を得、21日の閣議決定の後、
































































問題と生産者米価で 1年があわただしく推移し」（吉田 2012: 302）たという。
　農水省は関係機関との協議の上、1989年 1 月18日に農用地利用増進法一部改正案
の内容と開催中の通常国会への提出を、自民党総合農政調査会構造 ･農村対策プロ
ジェクトチームに説明した（全国農業新聞 1989年 1 月20日）。同プロジェクトチー
ムは同じ 1月18日に同法案について、先にあげた 3つの関係団体からも同法案に関




容となった（全国農業新聞 1989年 1 月20日）。その後 3月17日に農水省は、自民党
農林部会 ･総合農政調査会も法案を説明、24日の閣議決定を経て、「農用地利用増
進法の一部改正法案」・「特定農地貸付に関する農地法等の特例法案」が国会に提出
された（全国農業新聞 1989年 3 月24日）。農地二法は 5月25日から 6月22日にかけ
て国会で審議され、原案のまま可決成立した（全国農業新聞 1989年 6 月23日）。
























することにあった（北出 2001: 243-245; 梶井 1999: 6-10）。1995年 9 月からの 1年
は農水省に農水大臣主宰の懇談会として「農業基本法に関する研究会」設置され、
学識経験者を交えて旧農業基本法の評価と新基本法に向けた視点の提示が行われた




























年 2 月14日に行政改革を所管する武藤嘉文総務庁長官が政府内で 3月にまとめる規
制緩和推進計画へこれを盛り込む意向を示した（日本農業新聞 1997年 2 月15日）。
党行革本部の規制緩和委員会（堀内光雄委員長）も同じく 3月に党内でまとめる規
制緩和重点項目に含める意向を示した（日本農業新聞 1997年 3 月 8 日）。橋本首相
も同年 4月に設置される「食料 ･農業 ･農村基本問題調査会」の説明を受けるに際
し、高橋政行農水事務次官に行財政改革との関連の中で、検討するように指示し、
またその同じ日に、党政務調査会の部会長、特別委員長合同会議を開き、「聖域な
き改革」について各部会長らの支持を取り付けている（日本農業新聞 1997年 2 月
28日） 16。
13　「党改革に関する答申（公聴活動の強化の件）」（1993年 9 月 1 日）、「党改革に関する緊急
答申」（1993年 9 月21日）、「制度改革に伴う党改革に関する答申」（1994年 5 月19日）、「党運
営 ･機構等基本問題に関する答申」（1994年 8 月26日）、「党改革実行本部の決定事項」（1994












で妥協がなされた（日本農業新聞 1997年 3 月14日）。妥協の決定に対し、自民党農
林部会等からなる農林関係合同会議は「原則として株式会社の参入は認めない方向
で議論する」ことを確認している（日本農業新聞 1997年 3 月18日）。






なった（戦後日本の食料 ･農業 ･農村編集委員会 2012：272） 18。
　とりわけ、株式会社の農業参入は、大きな問題であった。例えば、最終取りまと
めにむけ各部会の議論を総括する1998年 8 月 7 日の全体会合では、農業部会長（農
水省 OB）が、株式会社の農業参入は「適当ではないという意見でおおむね一致」
と部会の議論を報告した後、委員から「一致などしていない」と反論される一幕が










聞 1997年 2 月18日）、JA全中も議論を断固拒否するとした（日本農業新聞 1997年 3 月 7
日）。
18　これに全体的なテーマとして、国内農業生産の位置づけの問題が加わる。







農業新聞 1997年11月 7 日）。ただし、本格的な議論は最終答申後に農業基本政策小
委員会（松岡利勝  22委員長）の下で行われた（吉田 2012：493-495；高木 1999：
55-56）。会合は12月 8 日までに集中的に開催され 23、この間、関係団体との意見交
換がなされた 24。農業基本政策小委員会は答申前の 8月には、株式会社の農地取得
のみならず、農業の一形態としての株式会社についても全面否定の姿勢が強かった
（日本農業新聞 1998年 8 月21日） 25。しかし、答申後には関係団体の意向を聴いて判
断するとし、株式会社の条件付容認へと舵を切った（日本農業新聞 1998年 9 月19
日）。農水省では株式の譲渡制限や農外構成員の割合の規制、そして農業委員会に


















































































じて、農地政策再構築のための私的勉強会を2006年 1 月から 9月にかけて行わせて















































表明した赤城徳彦も 8月 1日に辞任した。さらに 8月27日に内閣改造によって就任
した遠藤武彦までが 1週間後の 9月 3日に辞任、9月12日には安倍首相自身が辞意
を表明したことで、改革への機運は大きくそがれることとなった。後任の若林正俊
農水大臣は就任会見で「いろいろな意見をしっかりと受け止めて必要な法制上の措
置は講じなければいけない」（全国農業新聞 2007年 9 月14日）とし、10月には農政
改革の見直しの検討を開始した（全国農業新聞 2007年10月19日）。自民党農業基本
政策小委員会（西川公也  29委員長）でも10月 2 日から同様の検討に入ったが、この
際、政治家主導を強調するように農水省の課長級以上の官僚の会議出席を認めな
かった（吉田 2012：742-743；全国農業新聞 2007年10月26日）。11月 1 日に若林農
水相から経済財政諮問会議に先述の結論を盛り込んだ改革案が報告されたのはこの




聞 2008年 2 月 8 日）。農業団体の反発と、それによる支持喪失を危惧した与党議員
の消極的姿勢によるものであった。 2月29日若林農水相が十分な審議時間を取れな
いとして、2008年通常国会への農地法改正案の提出の見送りを表明した（全国農業








若林農水相に要請した（全国農業新聞 2008年 5 月23日）。自民党でも近藤座長の農
地政策検討スタディーチームが議論を重ね、6月12日に「食料の安定供給の確保に
向けた農地政策の見直し方向について」という報告を農林部会・総合農政調査会合






















































































































































































































戦後日本の食料 ･農業 ･農村編集委員会、2012『21世紀農業 ･農村への胎動』（戦後日本の食
料 ･農業 ･農村 第 6巻）、農林統計協会。
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